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大阪府 大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

申請締切を設定している早期申請と一般申請、一般
申請の締切を過ぎた後に随時申請がある。早期申請
と一般申請は年度当初から援助し、随時申請は申請
日以降（ただし、受給資格の発生日が申請日以降の
場合はその日）から援助する。（月ごとの援助ではな
い）

○ ○ ○
日本語以外７ヶ国語のパンフレットを作成、申請書・パ
ンフレット等ルビ入り版も作成

大阪府 堺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請を希望する者が教育委員会、区役所、学校のい
ずれかへ提出

○ ○ ○ ○
就学援助制度のお知らせを７か国語（英語、中国語、
韓国・朝鮮語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ
語、ベトナム語）に翻訳し、HP上にて公開している。

大阪府 岸和田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ロゴフォームを使用したオンラインにて申請 ○ ○

大阪府 豊中市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 池田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学期ごとに、市立学校在籍の全児童生徒の保護者を
対象にデジタル連絡ツール（スクリレ）により案内を配
信

○ ○ ○

大阪府 吹田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 泉大津市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
転（編）入学時に教育委員会窓口および各学校で説明
を行う。

○ ○ ○ ○ ○

大阪府 高槻市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請について、申請者が学校長に委任した場合は、申
請者に代わり学校長が教育委員会に申請書を提出

○ ○ ○

大阪府 貝塚市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 守口市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 枚方市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
援助希望者が枚方市立小中学、教育委員会、市役
所、支所のいずれかに提出（申請希望者のみ提出）

○ ○ ○

従来、市立小中学校での配布日が始業式当日・入学
式当日としていたが、その日は他の配布物も多いた
め、紛れ込むを防止するため、配布期日に２～３日の
幅を持たせた。また、より目立つように申請書を厚め
にしてた。

大阪府 茨木市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CSW、SSW、こども食堂などの関係団体に案内を送付
し、対象となりそうな世帯がいたときに、案内を配布し
てもらうよう依頼

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CSW、SSW、こども食堂などの関係団体に制度につい
て説明し、周知を依頼

大阪府 八尾市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 泉佐野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
書面申請のほかに、オンライン申請フォームの受付も
行っている。

○ ○ ○ 目につきやすいように案内用紙は色紙を使用。

大阪府 富田林市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
富田林市役所金剛連絡所窓口、オンライン申請フォー
ムにおいても申請手続き可能

○ ○ ○

大阪府 寝屋川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
生活保護が廃止になった保護者への生活保護担当課
から案内

○ ○ ○
電子申請システムを利用して教育委員会に提出（申
請）

○ ○

大阪府 河内長野市 ○ ○ ○ ○ ○ 各学校に対して制度を書面で周知 ○ ○ ○

大阪府 松原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 大東市 ○ ○ ○ ○ ○ 市庁舎内モニターに案内を掲載 ○ ○ ○ ○
市立小中学校の全児童生徒を対象に、就学援助制度
の案内および申請書（記入例含む）を配布

大阪府 和泉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
転入者について、ひとり親等の認定条件に当てはまる
可能性が大きい方については就学援助制度の説明を
行っている。

大阪府 箕面市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請の意思を全世帯に確認するため、希望しない世
帯は希望しない旨をWebアンケートより回答。

○ ○ ○

大阪府 柏原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 羽曳野市 ○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断及び入学説明会の案内送付時に、新
入学用品費の早期支給の案内を同封し送付

○ ○ ○ ○

市区町村都道府県

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法（あてはまるもの全てに○）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫（あて
はまるもの全てに○）

（８）（７）のカの内容

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育委員
会のウェブサ
イトに制度を
掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく

は教育委
員会に提

出

カ．その
他

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に

提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提

出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教

育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを

使って提
出

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について
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Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

大阪府 門真市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 摂津市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 高石市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 藤井寺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 藤井寺市オンライン窓口にて申請 ○ ○

大阪府 東大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 電子申請システムにより申請 ○ ○ ○

大阪府 泉南市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 四條畷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 交野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 大阪狭山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 阪南市 ○ ○ ○ 就学時健康診断の案内時、就学通知時に同封 ○
当初申請締切時日を設定し、期限内の申請について
は当初認定、期限後については提出日からの認定。

○ ○ ○

大阪府 島本町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 豊能町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 能勢町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
町で指定した期間で締切を設定し、各期間の始めから
援助

○ ○ ○
申請のない家庭でかつ必要な家庭へSSW等により、
案内してもらう

大阪府 忠岡町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 熊取町 ○ ○ ○ ○ ○ webフォームを使用したオンライン申請 ○ ○

大阪府 田尻町 ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 岬町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪府 太子町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

窓口申請以外にオンラインでの申請も可能にし、周知
文書に申請フォームの二次元コードを載せたり、町
ホームページや町LINE公式アカウントから申請フォー
ムを利用できるようにしている。

大阪府 河南町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 制度の案内を町立小中学校の全児童生徒に配付

大阪府 千早赤阪村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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大阪府 大阪市
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大阪府 池田市
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大阪府 箕面市
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大阪府 羽曳野市
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○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の案内とともに配布

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
小学校入学予定者の就学時健康診断の案内送付時
（10月郵送）に、就学援助費小学校入学準備金に関す
る案内を同封している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（８月）児童扶養手当現況届受付ブースに案内を設置
（１０月）就学時健康診断の案内とともに配布

○ ○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の案内の際に制度の説明および申請
書を配布

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市庁舎内モニターに案内を掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断及び入学説明会の案内送付時に同
封し入学予定者全員へ周知。

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した場合
は入学前支給を導入した時期、イと回答
した場合は導入開始を検討（予定）してい
る時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期（複数回支給している場合は最初の時期） ＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法（あてはまるもの全てに○）

ア．令和
５年度
（令和６
年度新入
学分）以
前

イ．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）

ウ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）以
降

エ．未定 ア．　８月
以前

イ．  ９月 ウ．１０月 エ．１１月 オ．１２月

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容カ．その
他

ア．入学
前支給を
行ってい

る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい

る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな

い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．就学案
内の書類
に記載又
は就学案
内の書類
とともに配
布

エ．就学時
健康診断
の際に案
内を配布

オ．学校の
入学前説
明会の際
に案内を
配布

カ．域内の
幼稚園や
保育所で
案内を配
布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入学
前支給と
は異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

＜小学校＞（６）（５）のコの内容
＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○をした場合、
（入学前支給の）①周知時期、②申請期日、③（アの
場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合のその理由
（あてはまるもの全てに○）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容オ．その
他

令和６年７月時点の市区町村の実施（検討）状況（あてはまるもの１つに○）

カ．　１月 キ．　２月 ク．　３月 ケ． ４月初
旬（入学式
前）

ア．教育委
員会の
ウェブサイ
トに案内を
掲載

イ．自治体
の広報誌
等に案内
を掲載

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）



43 43

市区町村都道府県

大阪府 門真市

大阪府 摂津市

大阪府 高石市

大阪府 藤井寺市

大阪府 東大阪市

大阪府 泉南市

大阪府 四條畷市

大阪府 交野市

大阪府 大阪狭山市

大阪府 阪南市

大阪府 島本町

大阪府 豊能町

大阪府 能勢町

大阪府 忠岡町

大阪府 熊取町

大阪府 田尻町

大阪府 岬町

大阪府 太子町

大阪府 河南町

大阪府 千早赤阪村

40 1 2 0 0 0 0 40 0 1 0 0 0 0 0 0 1 13 26 0 30 32 20 9 10 3 1 1 9 7 7 0 1 0 0 0 1 1

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した場合
は入学前支給を導入した時期、イと回答
した場合は導入開始を検討（予定）してい
る時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期（複数回支給している場合は最初の時期） ＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法（あてはまるもの全てに○）

ア．令和
５年度
（令和６
年度新入
学分）以
前

イ．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）

ウ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）以
降

エ．未定 ア．　８月
以前

イ．  ９月 ウ．１０月 エ．１１月 オ．１２月

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容カ．その
他

ア．入学
前支給を
行ってい

る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい

る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな

い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．就学案
内の書類
に記載又
は就学案
内の書類
とともに配
布

エ．就学時
健康診断
の際に案
内を配布

オ．学校の
入学前説
明会の際
に案内を
配布

カ．域内の
幼稚園や
保育所で
案内を配
布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入学
前支給と
は異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

＜小学校＞（６）（５）のコの内容
＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○をした場合、
（入学前支給の）①周知時期、②申請期日、③（アの
場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合のその理由
（あてはまるもの全てに○）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容オ．その
他

令和６年７月時点の市区町村の実施（検討）状況（あてはまるもの１つに○）

カ．　１月 キ．　２月 ク．　３月 ケ． ４月初
旬（入学式
前）

ア．教育委
員会の
ウェブサイ
トに案内を
掲載

イ．自治体
の広報誌
等に案内
を掲載

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の案内時、就学通知時に同封

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○
就学援助費の支給は学校を通じて学校諸費振替口座
に払込しているため、入学後の４月中旬頃に早期支給
を行っている。

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



43 43

大阪府 大阪市

大阪府 堺市

大阪府 岸和田市

大阪府 豊中市

大阪府 池田市

大阪府 吹田市

大阪府 泉大津市

大阪府 高槻市

大阪府 貝塚市

大阪府 守口市

大阪府 枚方市

大阪府 茨木市

大阪府 八尾市

大阪府 泉佐野市

大阪府 富田林市

大阪府 寝屋川市

大阪府 河内長野市

大阪府 松原市

大阪府 大東市

大阪府 和泉市

大阪府 箕面市

大阪府 柏原市

大阪府 羽曳野市

市区町村都道府県

41 1 1 0 0 0 0 41 0 1 0 0 0 0 0 0 0 12 29 0 1 0 0 0 0 0

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

エ．未定 ア．　８月
以前

イ．  ９月ア．令和５
年度（令和
６年度新
入学分）以
前

イ．令和６
年度（令和
７年度新
入学分）

ウ．令和７
年度（令和
８年度新
入学分）以
降

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した場合は入
学前支給を導入した時期、イと回答した場合
は導入開始を検討（予定）している時期

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期（複数回支給している場合は最初の時
期）

ウ．１０月 ケ． ４月
初旬（入
学式前）

エ．１１月 オ．１２月 カ．　１月 キ．　２月 ク．　３月

＜中学校＞（１）実施・検討状況について

ア．入学
前支給を
行ってい

る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい

る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな

い

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの内容ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入学
前支給と
は異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．その
他

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合のその理由
（あてはまるもの全てに○）

令和６年７月時点の市区町村の実施（検討）状況（あてはまるもの１つに○）

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）



43 43

市区町村都道府県

大阪府 門真市

大阪府 摂津市

大阪府 高石市

大阪府 藤井寺市

大阪府 東大阪市

大阪府 泉南市

大阪府 四條畷市

大阪府 交野市

大阪府 大阪狭山市

大阪府 阪南市

大阪府 島本町

大阪府 豊能町

大阪府 能勢町

大阪府 忠岡町

大阪府 熊取町

大阪府 田尻町

大阪府 岬町

大阪府 太子町

大阪府 河南町

大阪府 千早赤阪村

41 1 1 0 0 0 0 41 0 1 0 0 0 0 0 0 0 12 29 0 1 0 0 0 0 0

エ．未定 ア．　８月
以前

イ．  ９月ア．令和５
年度（令和
６年度新
入学分）以
前

イ．令和６
年度（令和
７年度新
入学分）

ウ．令和７
年度（令和
８年度新
入学分）以
降

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した場合は入
学前支給を導入した時期、イと回答した場合
は導入開始を検討（予定）している時期

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期（複数回支給している場合は最初の時
期）

ウ．１０月 ケ． ４月
初旬（入
学式前）

エ．１１月 オ．１２月 カ．　１月 キ．　２月 ク．　３月

＜中学校＞（１）実施・検討状況について

ア．入学
前支給を
行ってい

る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい

る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな

い

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの内容ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入学
前支給と
は異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．その
他

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合のその理由
（あてはまるもの全てに○）

令和６年７月時点の市区町村の実施（検討）状況（あてはまるもの１つに○）

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
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大阪府 大阪市

大阪府 堺市

大阪府 岸和田市

大阪府 豊中市

大阪府 池田市

大阪府 吹田市

大阪府 泉大津市

大阪府 高槻市

大阪府 貝塚市

大阪府 守口市

大阪府 枚方市

大阪府 茨木市

大阪府 八尾市

大阪府 泉佐野市

大阪府 富田林市

大阪府 寝屋川市

大阪府 河内長野市

大阪府 松原市

大阪府 大東市

大阪府 和泉市

大阪府 箕面市

大阪府 柏原市

大阪府 羽曳野市

市区町村都道府県

４．就学援助率

（２）（１）
で ソ，タ
又はチ
に○をし
た場
合，生
活保護
基準額
等に掛
ける係
数（倍
率）

（３）（１）
で ツに
○をした
場合，
市区町
村民税
課税最
低限度
額に掛
ける係
数（倍
率）

倍 倍

26 14 13 14 13 16 7 2 14 13 5 2 4 8 8 23 4 0 8 16 35 0 16 2 43

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 火災、風水害、震災、その他の災害にあった者 25%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1

特別な事情があり、要綱に定める項目に該当する場
合、必要書類を提出し、再審査を行う。（医療費の支払
いが高額、自然災害等により児童生徒を就学させるこ
とが困難であるなど）

20%未満

○ ○ ○ 1.1
保護者の死亡、失業、離婚、長期入院等の特別な事
情があれば所得超過でも再判定する。

25%未満

○ ○ ○ 1.2 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請年度に保護者の死亡または離婚があった場合並
びに学校長が特に必要と認めた場合であり、世帯の
経済状態が著しく悪化していると認められる者

10%未満

○ 1.2 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.1

就学援助金の受給要件に該当しない世帯で、経済的
理由で、公立小中学校への児童生徒の就学が困難な
保護者と学校が判断した場合、学校長から教育委員
会へ申し立てることにより、特別処置として認定する。

20%未満

○ ○ 1.2

通常は前年の所得金額により審査しているが、勤務先
からの解雇や倒産など、前年に比べ経済状況が悪化
した場合は、現年の見做し所得金額により審査を行っ
ている。

15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 20%未満

○ ○
添付資料　守口市就学援助費支給要綱　第４条に記
載

25%未満

○ ○
前年の大阪市消費者物価指数に前年度の認定基準
額を乗じたものを新たな認定基準額としている。

20%未満

○ 1.15 15%未満

○ ○ ○ ○ 1.1 火災等の罹災世帯

（課税所得等の分類）合計所得金額
（基準額の算出方法等）平成24年４月の基準額×３ヶ
月+平成25年４月の基準額×９ヶ月の計算で第１類と
第２類を計算し、これに住宅費を合算したものに1.1を
乗じて基準額を算出している。

20%未満

○ 2.22 30%未満

○ 1.3 25%未満

○ ○ 1.17 25%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.25 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.1 20%未満

○ ○ ○ 1.2 30%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.1 障害年金・遺族年金の受給者 20%未満

○ ○ ○ 1.2
・罹災したことにより、家計が悪化した世帯
・失業等により、令和5年中に予期せず家計が急変し
た世帯

（４）補足：学校給食費の支給についての生活保護基
準額に掛ける係数（倍率）…1.0倍

10%未満

○ 1.1 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.05 20%未満

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

ト．その
他

係数（倍
率）

係数（倍
率）

ス．保護
者の職
業が不
安定で、
生活状
態が悪
いと認
められ
る者

セ．生活
福祉資
金によ
る貸付
け

ソ．生活
保護の
基準額
に一定
の係数
を掛け
たもの
（生活保
護の基
準額が
変わる
と自動
的に要
件が変
わるも
の）（例：
生活保
護の1.3
倍、1.5
倍等）
（係数
（倍率）
を（４）に
記入し
てくださ
い。）

タ．生活
保護の
基準額
に一定
の係数
を掛け
たもの
（生活保
護の基
準額を
参照し
て額を
定めて
いるも
の）（例：
生活保
護の1.3
倍の額
（394万
円）、1.5
倍（455
万円）
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入し

チ．特別
支援教
育就学
奨励費
の需要
額測定
に用い
る保護
基準
額、又
は同基
準額に
一定の
係数を
掛けた
もの（係
数（倍
率）を
（４）に
記入し
てくださ
い。記
入例は
コメント
欄参照）

ツ．市区
町村民
税（所得
割又は
均等割）
課税最
低限度
額に一
定の係
数を掛
けたも
の
（例：課
税最低
限度額
の1.0
倍、1.5
倍等）
（係数お
よび目
安額を
（５）に
記入し
てくださ
い。）

ウ．市区町村民
税の減免

エ．国民年金保
険料の免除

オ．国民健
康保険法
の保険料
の減免ま
たは徴収
の猶予

カ．児童扶
養手当の
支給

ア．生活保護
法に基づく保
護の停止また
は廃止

イ．市区町
村民税の
非課税

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

（５）補足事項

テ．離職
や病気
等の理
由に
よって家
計が急
変した
者

（１）　令和６年度当初における準要保護の認定基準（該当するもの全てに○）

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

キ．保護者が職業安定所
登録日雇労働者

ク．PTA会費、学級費等
の学校納付金の減免が
行われている者

ケ．個人の事業
税の減免

コ．固定資産税
の減免

サ．学
校納付
金の納
付状態
の悪い
者、昼
食、被
服等が
悪い者
または
学用
品、通
学用品
等に不
自由し
ている
者等で
保護者
の生活
状態が
きわめ
て悪い
と認めら
れるも
の

シ．経済
的な理
由によ
る欠席
日数が
多い者

令和５年度
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市区町村都道府県

大阪府 門真市

大阪府 摂津市

大阪府 高石市

大阪府 藤井寺市

大阪府 東大阪市

大阪府 泉南市

大阪府 四條畷市

大阪府 交野市

大阪府 大阪狭山市

大阪府 阪南市

大阪府 島本町

大阪府 豊能町

大阪府 能勢町

大阪府 忠岡町

大阪府 熊取町

大阪府 田尻町

大阪府 岬町

大阪府 太子町

大阪府 河南町

大阪府 千早赤阪村

４．就学援助率

（２）（１）
で ソ，タ
又はチ
に○をし
た場
合，生
活保護
基準額
等に掛
ける係
数（倍
率）

（３）（１）
で ツに
○をした
場合，
市区町
村民税
課税最
低限度
額に掛
ける係
数（倍
率）

倍 倍

26 14 13 14 13 16 7 2 14 13 5 2 4 8 8 23 4 0 8 16 35 0 16 2 43

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

ト．その
他

係数（倍
率）

係数（倍
率）

ス．保護
者の職
業が不
安定で、
生活状
態が悪
いと認
められ
る者

セ．生活
福祉資
金によ
る貸付
け

ソ．生活
保護の
基準額
に一定
の係数
を掛け
たもの
（生活保
護の基
準額が
変わる
と自動
的に要
件が変
わるも
の）（例：
生活保
護の1.3
倍、1.5
倍等）
（係数
（倍率）
を（４）に
記入し
てくださ
い。）

タ．生活
保護の
基準額
に一定
の係数
を掛け
たもの
（生活保
護の基
準額を
参照し
て額を
定めて
いるも
の）（例：
生活保
護の1.3
倍の額
（394万
円）、1.5
倍（455
万円）
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入し

チ．特別
支援教
育就学
奨励費
の需要
額測定
に用い
る保護
基準
額、又
は同基
準額に
一定の
係数を
掛けた
もの（係
数（倍
率）を
（４）に
記入し
てくださ
い。記
入例は
コメント
欄参照）

ツ．市区
町村民
税（所得
割又は
均等割）
課税最
低限度
額に一
定の係
数を掛
けたも
の
（例：課
税最低
限度額
の1.0
倍、1.5
倍等）
（係数お
よび目
安額を
（５）に
記入し
てくださ
い。）

ウ．市区町村民
税の減免

エ．国民年金保
険料の免除

オ．国民健
康保険法
の保険料
の減免ま
たは徴収
の猶予

カ．児童扶
養手当の
支給

ア．生活保護
法に基づく保
護の停止また
は廃止

イ．市区町
村民税の
非課税

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

（５）補足事項

テ．離職
や病気
等の理
由に
よって家
計が急
変した
者

（１）　令和６年度当初における準要保護の認定基準（該当するもの全てに○）

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

キ．保護者が職業安定所
登録日雇労働者

ク．PTA会費、学級費等
の学校納付金の減免が
行われている者

ケ．個人の事業
税の減免

コ．固定資産税
の減免

サ．学
校納付
金の納
付状態
の悪い
者、昼
食、被
服等が
悪い者
または
学用
品、通
学用品
等に不
自由し
ている
者等で
保護者
の生活
状態が
きわめ
て悪い
と認めら
れるも
の

シ．経済
的な理
由によ
る欠席
日数が
多い者

令和５年度

○ ○

令和５年中の世帯（住民登録上）全員の所得の合計額
が認定基準額以下の世帯。ただし給与所得もしくは公
的年金等所得がある者については、総所得金額から
最大10万円を引いた額により審査する。（例．4人世
帯：2,951,600円）

30%未満

○ 1 25%未満

○ 1.15 20%未満

○ ○

4・5月中の申請者の場合、令和5年度又は令和6年度
いずれかの市民税の総所得分の課税所得金額が認
定基準額（61万円+（16歳未満の扶養親族数×33万
円））以下の方。
6月以降の申請者の場合、令和6年度の市民税の総所
得分の課税所得金額が認定基準額（61万円+（16歳未
満の扶養親族数×33万円））以下の方。

20%未満

○
給与所得者と生活保護受給者の生活費充当額の対
比により認定基準額を設定している

25%未満

○ 1.1 30%未満

○

前年度所得が、世帯状況に応じた「世帯所得額」と「加
算額」が認定基準所得額以下であること。
「世帯所得額」は４人世帯で、2，985千円（家族１人に
つき325千円を加減算）、「加算額」は小学生１人につ
き120千円、中学生１人につき160千円を加算。なお、
所得額は改正前税法による所得で算定する。

20%未満

○ ○ 1 15%未満

○ ○ ○ 1.3 20%未満

○ 1.1 15%未満

○ 1.3 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 25%未満

○ 1.2 20%未満

○ 1.1 25%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.15 10%未満

○ 1 20%未満

○ ○ ○ ○ 1.25 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.29
上記以外で、病気、失業、事故など家庭事情のため経
済的に困っている方

20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.25 25%未満
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大阪府 大阪市

大阪府 堺市

大阪府 岸和田市

大阪府 豊中市

大阪府 池田市

大阪府 吹田市

大阪府 泉大津市

大阪府 高槻市

大阪府 貝塚市

大阪府 守口市

大阪府 枚方市

大阪府 茨木市

大阪府 八尾市

大阪府 泉佐野市

大阪府 富田林市

大阪府 寝屋川市

大阪府 河内長野市

大阪府 松原市

大阪府 大東市

大阪府 和泉市

大阪府 箕面市

大阪府 柏原市

大阪府 羽曳野市

市区町村都道府県

費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項

43 1 1 1 1 1 40 40 2 5 42 0 0 0 0 0 42 42 1 1 13 10 10 3 3 3 0 0 1 7 43 21 21 21 21 21 0 0 1 1 12 3 3 5 5 5 4 4 1 2 11 1 1 1 1 1 9 9 1 3 21

○ ○ 10228 ○ ○ 57060 ○ ○ 8294 ○ ○ 20006 ○
（５）補足事項のとお
り

「通学用品費」、「校外活動費（宿泊を伴わないも
の）」、「クラブ活動費」、「生徒会費」及び「卒業アルバ
ム代等」は、「学用品費」に含む。

○ ○

1年：
13,230
2～6年：
15,500

○ ○ 57060 ○ ○ 22206

○ ○ 11630 ○ ○ 54060 ○ ○ 22592

○ ○ 15500 ○ ○ 63100 ○ ○ 24000 24000

・学用品費の令和6年度単価について1年のみ13,230
円（2～6年は記載の金額）
・学校給食費、医療費は豊中市立学校の児童生徒の
み
・学用品費、修学旅行費、校外活動費(宿泊を伴うも
の)は豊中市立学校の児童生徒以外

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 30945

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25147

・医療費について、決算額／実支給人数にて算出
・学校給食費について、令和５年度無償化、令和６年４
月から９月無償化、令和６年１０月以降徴収あり│令
和６年度単価（令和４年度も無償化であったため、令
和６年度予算計上単価（半年額））・・・１年→26,355　２
年→26,355　３・４年→26,880　５年→27,405　６年→
26,883

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 21573 ○ ○ 11000 ○ ○ 14000 該当世帯のみ

○医療費：医療券を発行
○学校給食費：記載学年5年生。割合は16.72％（5年
生568人/小学校全体3,397人）令和5年5月1日現在
　学年ごとの金額　1年生：38,700円、2年生：39,345
円、3・4年生：40,260円、5年生：41,175円、6年生：
40,725円

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25506 ○ ○ 11000 7455

○ ○ 11630 ○ ○ 54060 ○ ○ 0 ○ ○ 23150 22180
通学費は実績無し。給食費は全学年の支給金額を記
入。

○ ○ 11630
「学用品費及び通学
用品費」として支給

○ ○ 63000
新入学児童（未就学
児）54，060円

○ ○ 0 該当者なし ○ ○ 22690 22231 ○ ○ 11000

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○

修学旅行費：市立校は実費、国・私立校は22,690円を
上限としている。
宿泊有校外活動費：市立校は実費、国・私立校は
3,690円を上限としている。
小学校入学準備金は、小学校入学前に支給してい
る。

○ ○

学用品費・通学用品
費・校外活動費（宿
泊を伴わないも
の）・・・一定額（1年
13,230円、2～6年
15,500円）

○ ○ 57060 ○ ○ 24942 ○ ○ 11000 7521 令和５年度学校給食費無償化のため、実績額は０円。

○ ○ 11630 ○ ○ 54060 ○ ○ 22690 21332
「平均支給額」の欄は令和５年度実績
学校給食費については令和６年度小学校給食無償化
のため支給無し

○ ○ 11630 ○ ○ 54060 ○ ○ 22690 22131 ○ ○ 14000
1世帯あたり14,000
円支給。

通学用品費は学用品費に含まれている。

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 21471
フリースクール利用する児童に対して、フリースクール
利用料を１月あたり１万円を上限に補助

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 21195
給食費については、令和５年度は無償化のため、支給
実績なし。

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 40020 20167 ○ ○ 23574 ○ ○ 7658

○ ○ 11100 ○ ○ ○ 21000 21000
新入学児童生徒学用品費等、通学用品費は、学用品
費に含む。（金額：11,100円）
学校給食費は、無償化により支給額はありません。

○ ○ ※ ○ ○ 57060 ○ ○ 25684 ○ ○ 14000

・令和5年度単価　学用品費の単価：１年生 11,630円、
２～６年生 13,900円
・学校給食の特例として、就学援助の認定を受けてい
る間は学校給食を受けていないものとみなし、給食費
を徴収しない。

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 22690 支給平均額は、令和６年度予算に計上した単価。

○ ○ ※
（小1）11,630円
（小2～6）13,900円

○ ○ 54060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 26859 ○ ○ 14000

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 11770 ○ ○ 23000 20291

【学校給食費】令和5年度は、令和5年9月から12月ま
での4ヶ月間給食費を無償化したため、年額（7ヶ月・8
月給食なし）26,300円（1年生）、28,350円（2年生）、
29,050円（3・4年生）、29,750円（5・6年生）を支給した。
また、欠食や牛乳アレルギー等がある場合は、その実
費分を減じて支給した。

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 21170 ○ ○ 0

（１）費目毎の援助額

新入学児童生徒学用品費等 通学費 （２）補足事項

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

５．令和６年度準要保護就学援助額

学用品費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費修学旅行費
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市区町村都道府県

大阪府 門真市

大阪府 摂津市

大阪府 高石市

大阪府 藤井寺市

大阪府 東大阪市

大阪府 泉南市

大阪府 四條畷市

大阪府 交野市

大阪府 大阪狭山市

大阪府 阪南市

大阪府 島本町

大阪府 豊能町

大阪府 能勢町

大阪府 忠岡町

大阪府 熊取町

大阪府 田尻町

大阪府 岬町

大阪府 太子町

大阪府 河南町

大阪府 千早赤阪村

費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項

43 1 1 1 1 1 40 40 2 5 42 0 0 0 0 0 42 42 1 1 13 10 10 3 3 3 0 0 1 7 43 21 21 21 21 21 0 0 1 1 12 3 3 5 5 5 4 4 1 2 11 1 1 1 1 1 9 9 1 3 21

（１）費目毎の援助額

新入学児童生徒学用品費等 通学費 （２）補足事項

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

５．令和６年度準要保護就学援助額

学用品費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費修学旅行費

○ ○ 9970 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 22690 ○ ○ 14000

学用品費：1年　11,630円、2～6年　9,970円、通学用品
費：2～6年　2,270円、校外学習費(宿泊を伴うものの上
限)：5年　7,000円、6年　11,000円、医療費：学校病に
該当する保険適応の3割負担分。給食費：実費、修学
旅行費の平均支給額は令和６年度予算に計上した単
価、校外活動費(宿泊を伴うものの上限)の平均支給額
は令和６年度予算に計上した単価。オンライン学習費
については、小中通じて、一世帯当たりの支給額

○ ○ 13900 13900
1年のみ11,630円支
給

○ ○ 57060 ○ ○ 22690 ○ ○ 11000

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 21671 ○ ○ 11000

○ ○ 11630 ○ ○

小学校
入学：
57,060
中学校
入学：
63,000

○ ○ 22690 22029 ○ ○
満額
6,000

自宅学習を行った
月に対して月額500
円を支給。

・新入学児童生徒学用品費は、入学前支給として、翌
年度（令和7年度）小学校入学予定者に対して、「小学
校入学準備金」を57,060円、翌年度中学校入学予定
者（小学校6年生）に対して「中学校入学準備金」を
63,000円を支給。
・通学用品費は、2～6年生のみ支給。

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 19562

○ ○ ※

1年11,630円(通学用
品費を含む)、2-6年
13,900円(通学用品
費を含む)

○ ○ 57060 ○ ○ 21341

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 22487 ○ ○ 12000

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 29118 ○ ○ 11000 8677

○ ○ ※15220 ○ ○ ○ 57060 ○ ○ 21890 21890
令和６年度予算に
計上した単価

○ ○ 9000
令和６年度予算に
計上した単価

○ ○ 14000 ○

①学用品費：記載の単価は、小学2年生～6年生対象
のものとなっています。小学1年生は、12,990円
②オンライン学習費：令和3年度より新設費目として計
上しており、その単価を記載しています

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 22342

○ ○ 12390 ○ ○ 57060 ○ ○ 25986 ○ ○ 11000 7666

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 28092 1年生は通学費なし　医療費は支給実績0円

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 26053 ○ ○ 11000 9130 ○ ○ 14000

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 23709

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 24065
給食費（支給平均額）は、4月から7月分を計上。8月以
降は給食無償化により、支給はなし。

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 40020 0 ○
対象者なしのため
実績なし

○ ○ 22690 22690 ○ ○ 11000

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 26690 ○ ○ 22690 22690 ○ ○ 14000 14000 学校給食費は無償化

○ ○ 11630 ○ ○ 54060 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 25000 21706

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 22690 22690

○ ○ 11630 ○ ○ 57060 ○ ○ 40020 0 ○ ○ 22690 22690
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大阪府 大阪市

大阪府 堺市

大阪府 岸和田市

大阪府 豊中市

大阪府 池田市

大阪府 吹田市

大阪府 泉大津市

大阪府 高槻市

大阪府 貝塚市

大阪府 守口市

大阪府 枚方市

大阪府 茨木市

大阪府 八尾市

大阪府 泉佐野市

大阪府 富田林市

大阪府 寝屋川市

大阪府 河内長野市

大阪府 松原市

大阪府 大東市

大阪府 和泉市

大阪府 箕面市

大阪府 柏原市

大阪府 羽曳野市

市区町村都道府県

６．その他

費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項

43 1 1 1 1 1 40 40 2 5 40 0 0 0 0 0 40 40 1 1 13 10 10 3 3 3 0 0 1 4 43 20 20 22 22 22 1 1 1 1 12 3 3 5 5 5 4 4 1 2 11 1 1 1 1 1 9 9 1 3 21 5

○ ○ 11511 ○ ○ 63000 ○ ○ 21756 ○ ○ 44845 ○
（５）補足事項のとお
り

「通学用品費」、「校外活動費（宿泊を伴わない
もの）」、「クラブ活動費」、「生徒会費」及び「卒
業アルバム代等」は、「学用品費」に含む。

○ ○

1年：
25,040
2～3年：
27,310

○ ○ 63000 ○ ○ 56996
生活保護基準の見直しが行われても、就学援助制度
の基準額を維持できるよう調整している。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 56875

○ ○ 27310 ○ ○ 79500 ○ ○ 60910 56131

・学用品費の令和6年度単価について1年のみ
25,040円（2～3年は記載の金額）
・学校給食費、医療費は豊中市立学校の児童
生徒のみ
・学用品費、修学旅行費、校外活動費(宿泊を
伴うもの)は豊中市立学校の児童生徒以外

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 53977

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 48641
・医療費について、決算額／実支給人数にて算
出

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 51943 ○ ○ 8800 ○ ○ 14000 該当世帯のみ

○医療費：医療券を発行
○学校給食費：記載学年1年生。割合は33.29％
（1年生595人/中学校全体1,787人）令和5年5月
1日現在
　学年ごとの金額　1・2年生：52,800、3年生：
49,200円

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 75650 ○ ○ 49051 ○ ○ 8800 6122
認定基準は、国から生活保護基準の見直しに伴い、
他制度への影響が及ぼさないようにする対応方針が
示されたため、平成２６年度から据え置き。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 0 ○ ○ 62130 57125
通学費は実績なし。体育実技用具費7,650円
（柔道）、52,900円（剣道）、平均2,481円。

○ ○ 22730
「学用品費及び通学
用品費」として支給

○ ○ 0 該当者なし ○ ○ 60910 47000 ○ ○ 8800

○ ○ 22630 ○ ○ 63000 ○ ○ 2310 ○

修学旅行費：市立校は実費、国・私立校は
60,910円を上限としている。
宿泊有校外活動費：市立校は実費、国・私立校
は6,210円を上限としている。
国・私立校で学校給食がある場合、年額64,000
円を上限として支給。市立校では選択給食が行
われているので、喫食分のみ実費支給。

○ ○

学用品費・通学用品
費・校外活動費（宿
泊を伴わないも
の）・・・一定額（１年
25,040円、２～３年
27,310円）

○ ○ 63000 ○ ○ 52448 ○ ○ 8800 6717

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 51367
「平均支給額」の欄は令和５年度実績
学校給食費については令和６年度中学校給食
無償化のため支給無し

特にありません。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 52119 ○ ○ 14000
1世帯あたり14,000
円支給。

通学用品費は学用品費に含まれている。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 51619
フリースクール利用する生徒に対して、フリース
クール利用料を１月あたり１万円を上限に補助

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 42540
給食費については、令和５年度は無償化のた
め、支給実績なし。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 80880 63323 ○ ○ 49585 ○ ○ 7756

○ ○ 21700 ○ ○ ○ 48000 44149

新入学児童生徒学用品費等、通学用品費は、
学用品費に含む。（金額：21,700円）
学校給食費は、無償化により支給額はありませ
ん。

○ ○ ※ ○ ○ 63000 ○ ○ 55200 ○ ○ 14000

・令和5年度単価　学用品費の単価：１年生
22,730円、２～３年生 25,000円
・学校給食の特例として、就学援助の認定を受
けている間は学校給食を受けていないものとみ
なし、給食費を徴収しない。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 60910
支給平均額は、令和６年度予算に計上した単
価。

令和４年１２月より電子申請を導入。

○ ○ ※
（中1）22,730円
（中2～3）25,000円

○ ○ 63000 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 56792 ○ ○ 14000
・学用品費は、通学用品費を含む。
・オンライン学習通信費は、世帯内の児童生徒
の人数に関わらず、世帯単位で支給。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 15518 ○ ○ 60910 44914

【学校給食費】令和5年度は、令和5年9月から
12月までの4ヶ月間給食費を無償化したため、
年額（7ヶ月・8月給食なし）32,900円を支給した。
また、欠食や牛乳アレルギー等がある場合は、
その実費分を減じて支給した。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 45642 ○ ○ 0

校外活動費（宿泊を伴うもの）、医療費及び修
学旅行費については、令和５年度の実績額を
記入しています。オンライン学習通信費につい
ては、別予算で支給補助があるため、0円となっ
ています。

（２）補足事項

（１）費目毎の援助額

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

５．令和６年度準要保護就学援助額

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童
生徒に対する貴市町村の取組・対応について、これま
での回答への補足があればご記入ください。

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費通学費 修学旅行費学用品費 新入学児童生徒学用品費等

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）
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市区町村都道府県

大阪府 門真市

大阪府 摂津市

大阪府 高石市

大阪府 藤井寺市

大阪府 東大阪市

大阪府 泉南市

大阪府 四條畷市

大阪府 交野市

大阪府 大阪狭山市

大阪府 阪南市

大阪府 島本町

大阪府 豊能町

大阪府 能勢町

大阪府 忠岡町

大阪府 熊取町

大阪府 田尻町

大阪府 岬町

大阪府 太子町

大阪府 河南町

大阪府 千早赤阪村

６．その他

費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・現
物支給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和６
年度単
価

その他 補足事項
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（２）補足事項

（１）費目毎の援助額

Ⅰ　令和６年度就学援助制度の実施について

５．令和６年度準要保護就学援助額

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童
生徒に対する貴市町村の取組・対応について、これま
での回答への補足があればご記入ください。

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費通学費 修学旅行費学用品費 新入学児童生徒学用品費等

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 21700 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 60910 ○ ○ 14000

学用品費：1年　22,730円、2～3年　21,770円。
通学用品費：2～3年　2,270円。医療費：学校病
に該当する保険適用の３割負担分。給食費：実
費、3年　58,480円。修学旅行費の平均支給額
は令和６年度予算に計上した単価、校外活動
費(宿泊を伴うものの上限額)の平均支給額は
令和６年度予算に計上した単価。オンライン学
習費については小中通じて、一世帯あたりの支
給額

○ ○ 25000 25000
1年のみ22,730円支
給

○ ○ 63000 小学6年時に支給 ○ ○ 60910 ○ ○ 8800

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 54537 ○ ○ 8800

○ ○ 22730 ○ ○ 60910 47539 ○ ○
満額
6,000

自宅学習を行った
月に対して月額500
円を支給。

・通学用品費は、2～3年のみ支給。

病気・事故・災害などの突発的な事情の変化により、
やむを得ず就労できず収入が著しく減少した場合、
上記の特別事情で減少した収入から算出した市民税
の課税所得金額により、就学援助申請の認定を行うこ
とがある。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 61271

○ ○ ※

1年22,730円(通学用
品費を含む)、2-3年
25,000円(通学用品
費を含む)

○ ○ 63000 ○ ○ 52552

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 51889 ○ ○ 12000

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 64240 ○ ○ 70000 46750 ○ ○ 8800 7815

○ ○ ※26820 ○ ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 60910
令和６年度予算に
計上した単価

○ ○ 6500
令和６年度予算に
計上した単価

○ ○ 14000 ○

①学用品費：記載の単価は、中学2・3年生対象
のものとなっています。中学1年生は、24,590円
②オンライン学習費：令和3年度より新設費目と
して計上しており、その単価を記載しています

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 57071

○ ○ 24210 ○ ○ 63000 ○ ○ 38516 ○ ○ 8800 7328

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 54049
1年生は通学費なし　医療費は支給実績0円、
中学生の給食費が無償化のため就学援助は
対象外

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 71282 ○ ○ 8800 8470 ○ ○ 14000

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 53050

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 53590
給食費（支給平均額）は、4月から7月分を計
上。8月以降は給食無償化により、支給はなし。

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 40020 0 ○
対象者なしのため
実績なし

○ ○ 60190 41973 ○ ○ 8800

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 22000 ○ ○ 60910 60910 ○ ○ 14000 14000

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 103620 ○ ○ 65000 50805

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 60910 56594

○ ○ 22730 ○ ○ 63000 ○ ○ 80880 7304 ○ ○ 60910 47206


